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2021 年３月期 業績予想および配当予想に関するお知らせ 
 

2020 年 5 月 21 日に公表いたしました「2020 年３月期 決算短信 [日本基準] （連結）」において未定

としておりました 2021 年３月期（2020 年４月１日～2021 年３月 31 日）の業績予想および配当予想につき

まして、下記の通りお知らせいたします。 
 

記 

 
１．連結業績予想について 
（１）2021 年３月期第 2 四半期（累計）連結業績予想数値（2020 年４月１日～2020 年９月 30 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主

に帰属する

四半期純利益 

1 株当たり 
四半期純利益 

 
前回発表予想（A） 

百万円 
― 

百万円 
― 

百万円 
― 

百万円 
― 

円 銭 
― 

今回発表予想（B） 38,000 2,300 2,200 8,200    211.34 
増減額（B－A） ― ― ― ― ― 
増減率（％） ― ― ― ― ― 
(ご参考) 
前期第２四半期実績  
(2020 年３月期第２四半期) 

42,762 3,394 3,391 2,065 
 

53.24 

 
（２）2021 年３月期通期連結業績予想数値 （2020 年４月１日～2021 年３月 31 日） 
 

売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主

に帰属する

当期純利益 

1 株当たり 
当期純利益 

 
前回発表予想（A） 

百万円 
― 

百万円 
― 

百万円 
― 

百万円 
― 

円 銭 
― 

今回発表予想（B） 81,000 5,500 5,400 10,000   257.74 
増減額（B－A） ― ― ― ― ― 
増減率（％） ― ― ― ― ― 
(ご参考) 
前期実績  
(2020 年３月期) 

85,722 8,160 8,202 5,771 148.73 



２．配当予想について 
2021 年３月期 配当予想（2020 年４月１日～2021 年３月 31 日） 

 年間配当金（円） 
第２四半期末 期末 合計 

前回予想 
円  銭 

― 

円  銭 

― 

円  銭 

― 

今回予想 22.50 22.50 45.00 

前期実績 
（2020 年３月期） 20.00 25.00 45.00 

 
３．連結業績予想および配当予想の開示理由 
 

2021 年３月期の連結業績予想および配当予想につきましては、新型コロナウイルス感染症の拡大が

当社グループに与える影響について、合理的な算定が困難であることから未定としておりました。今般、

新型コロナウイルス感染症および本年 7 月 20 日に発生した福島第２工場の火災の影響について、現時

点で入手可能な情報や予測等に基づいて連結業績予想および配当予想を算出し、公表することといたし

ました。 
 
新型コロナウイルス感染症の影響は、少なくとも当期中は継続するものと想定し、下記の事業環境を

前提として業績予想を算定しております。 
 ・５G 関連のハイエンド電子材料は好調が継続 
 ・体外診断薬は当期中に Before コロナの水準に回復 
 ・衣料品、自動車、住宅・建設向け汎用品は想定以上の厳しさが続く 
 ・当期第２四半期をボトムに回復を見込むが、汎用品の低迷が長引く 
また、火災の発生した福島第２工場は、点検が終了した設備から順次稼働を再開しており、９月中の

復旧を予定しております。 
 
当社は、株主に対する配当政策を経営の最重要事項の 1 つとして位置づけ、財務体質強化と将来の安

定的成長のための内部留保の充実などを総合的に勘案し、安定的な配当の成長を基本方針としておりま

す。この基本方針に基づいて、日本・台湾におけるスペシャルガラス生産設備増強および日本・米国に

おけるメディカル生産設備拡張等の成長投資や財務健全性の維持等を総合的に勘案し、2021 年３月期

の年間配当予想を前期と同額の１株あたり 45 円（中間 22.5 円／期末 22.5 円）といたします。 
 
しかしながら、上記の業績予想は、当社が現時点で入手している情報および合理的であると判断す

る一定の前提に基づき判断した予想であり、新型コロナウイルス感染症の拡大をはじめとした潜在的

なリスクや不確実性が含まれております。今後の動向により、実際の業績等は大きく変動する可能性

があります。開示すべき重要な事象が発生した場合には、速やかに業績への影響をお知らせいたしま

す。  
 

以上                                               




